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本計画の目的と構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画目標年度 

１ 

 

 

 

 

 

 

■ 目的 

本計画は、一般廃棄物について、長期的・総合的視点に立ち、計画的な処理の推進を

図るための基本方針となるものである。 

社会情勢や市民のライフスタイルの変化等の中で、適正な処理を進めるために必要

な将来目標を設定し、目標に向けたごみの減量化・資源化に関する基本的事項を定める

ことを目的とする。 

■ 一般廃棄物処理基本計画の構成 

「一般廃棄物処理計画」は、一般廃棄物処理の主要な柱となる長期計画の「一般廃棄

物処理基本計画」と、基本計画に基づき年度毎に定める「一般廃棄物処理実施計画」か

ら構成される。 

「一般廃棄物処理基本計画」は、「ごみ処理基本計画」と「生活排水処理基本計画」

の２つから成る。日立市が長期的・総合的視点に立って、将来にわたり適正かつ計画的

に処理を行うため、一般廃棄物（ごみ、し尿等）の排出抑制、減量化・再生利用の推進、

収集・運搬、中間処理及び最終処分に至る全てを含むものである。 

一 般 廃 棄 物 処 理 計 画 

一般廃棄物処理基本計画 

（10～15年の長期計画） 

一般廃棄物処理実施計画 

（各年度計画） 

ごみ処理 

基本計画 

生活排水処理 

基本計画 
ごみ処理実施計画 

生活排水処理 

実施計画 

 

 

令和２年度を計画初年度とし、令和 11 年度を目標年度とした 10 か年計画とする。 

また、５年目である令和６年度を中間目標年度として設定し、必要に応じて計画の見

直しを行う。 

年度(令和) ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 

計 画 期 間           

計画目標年度     
中間

目標 
    

計画

目標 

  

● 一般廃棄物処理基本計画の概要 

２ 
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ごみ処理の現況と課題 １ 

 

 

 

 

 

 

■ 一人一日あたりごみ排出量、資源化率 

ごみの排出量を一人一日あたり

に換算した値は、10 か年で減少傾

向にある。内訳をみると、生活系ご

み排出量は減少傾向にある一方で、

事業系ごみ排出量は増加傾向にあ

る。資源化率は 18～20 %で推移し

ている。 

 

 

■ 一事業所あたり年間排出量 

１事業所から１年間で排出され

る事業系ごみの量は、10 か年で増

加傾向にある。 

 

■ ごみ処理の課題 

 

ごみの発生・ 

排出抑制の推進 

効率化、効果的な 

収集運搬体制の検討 

安定した 

中間処理の維持・継続 

最終処分場における 

埋立処分量削減の推進 
ごみの資源化の推進 事業系ごみ対策の推進 

生活系ごみ（特に燃えるご

み）の排出量原単位は、類

似市町村と比較して高い

傾向にある。 

超高齢社会による老齢人

口割合が高く、今後、更な

る増加が見込まれる。 

ごみの適正な処理・処分、

処理量の抑制等を図る。 

ごみの減量化、資源化を推

進し、埋立処分量の削減に

努める。 

平成30年度の資源化率は、

国や県の実績平均値を下

回っている。 

事業系ごみの排出量は、微

増傾向である。 

● ごみ処理基本計画 
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計画の体系 ２ 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

● ごみ処理基本計画 
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■ 目標値 

 

 

● ごみ処理基本計画 
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個別施策 ３ 
 

 

 

 

 

 

 

●施策１ 市民の役割 

市が推進する減量化・資源化施策に対する理解と積極的な協力を求めるものとする。 

取組項目 取組内容 摘要 

使い捨て商品・容器の使用自粛 使い捨て商品の使用抑制と再生品の使用等に努める。  

マイバッグ、マイカップの使用 容器包装廃棄物の発生抑制に努める。  

再生資源集団回収活動への参加 集団による再生資源活動へ積極的に参加する。  

生ごみ処理機器等の活用 生ごみ処理容器等を用いた自家処理に努める。  

分別収集等への積極的な参加 市が行う資源の分別収集に積極的に協力する。  

雑紙の資源化推進 燃えるごみに含まれる紙類の資源化を促進する。 拡充 

食品ロスの削減 食の大切さを改めて認識し食品ロスの削減に努める。 新規 

 

 

●施策２ 事業者の役割 

「排出者責任の原則」に基づき、事業所から排出される一般廃棄物について適正な処

理を要請していくものとする。 

取組項目 取組内容 摘要 

ごみ発生源の排出抑制の推進 多量排出事業者等による減量化の取組に努める。  

容器包装廃棄物の抑制、資源化 

過剰包装を抑制し、素材、形状の包装を採用するとと

もに、レジ袋の削減、緩衝材の使用抑制、包装資材の

再使用等により容器包装廃棄物の発生抑制を図る。 

 

食品廃棄物の利活用 食品リサイクル法を遵守した食品ロス削減に努める。 新規 

再利用商品の使用促進 
繰り返し使用できる商品を採用し、不要となった商品

等の自主回収及び資源化に努める。 
 

店頭回収等の積極的な実施 
店舗等の空きスペースを活用し、紙類、缶、ビン類の

店頭回収等の取組に努める。 
拡充 

  

基本方針１ 

ごみの減量化・資源化を推進するための市民・事業者・行政の役割分担の明確化 

● ごみ処理基本計画 
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●施策３ 行政の役割 

従来の情報提供・意識啓発に加え、世代・地域等を考慮したＰＲ方法の工夫により、

多様な角度からの減量化・資源化の推進に取り組む。また、近年の廃棄物処理の動向を

踏まえ、的確な処理を推進するための体制を整備する。 

取組項目 取組内容 摘要 

環境教育の推進 

小・中・高校等との連携を強化し、環境や資源を大切

にする学習に関する取組を推進する。また、ごみ等を

題材とした副読本を作成、配布し、環境学習、実践活

動への支援に取り組む。 

 

学習機会の提供 

ごみ処理やリサイクルの現状・課題等に関する出前講

座等を開催し、環境に関する知識等を取得するための

学習機会の提供に努める。 

 

分かりやすい情報の提供 

分別方法の検索機能やごみ・資源の収集日を通知する

機能付き情報アプリの普及促進を図る。また、ごみカ

レンダーやごみ処理ハンドブックの活用が向上するた

めの工夫等に努める。 

拡充 

イベントの開催 

市民が気軽に参加できるイベントやキャンペーンを開

催し、ごみ減量やリサイクルの取組みを身近に体験で

きる機会の提供に努める。 

 

事業者の発生抑制・資源化促進 

事業者が自らの責任を自覚し、過剰包装・容器包装廃

棄物の抑制、店頭回収の実施、再生品の利用・販売等

に取組むよう指導し、その取組の支援を行う。 

 

事業者に対する減量化の指導 

事業者に対して、減量化・資源化等の計画等の策定、

提出を求めるなど、状況を把握するとともに、必要な

指導を行う。 

 

容器包装の排出抑制 

民間事業者による店頭回収等を通して、市民と事業者

による資源化システムの構築を促進するとともに、マ

イバッグ運動やレジ袋削減の取組を推進する。 

 

使い捨て品の使用抑制、再生品

の使用推進 

市民に対して繰り返し使える容器や詰替容器入りの商

品の利用、再生品の購入を促す啓発に努める。 
 

生ごみ処理機器の利用促進 
生ごみ処理機器の購入費補助制度を活用し、生ごみ処

理機器の利用を促進する。 
 

資源化の徹底 
紙類など再生資源の分別徹底を推進するため、分かり

やすい分別方法や排出方法などの啓発に努める。 
 

食品ロスの削減 

期限切れ食品、飲食店や家庭での食べ残し等、食品廃

棄物の削減に向けた取組を推進するとともに、市民、

事業者、行政が連携した減量化の方策等を検討する。 

新規 

不用品回収業者の監視・指導 
不適正な廃棄物の取扱いを防止するため、不用品回収

業者への監視・指導を徹底する。 
拡充 

不法投棄の監視強化 

不法投棄の防止対策、監視体制、処理体制の充実を図

り、県、警察、市の関係部課所と緊密に連携するとと

もに、市民や不法投棄監視員からの通報に対して、不

法投棄物の回収及び処理を迅速に行う。 

拡充 

  

● ごみ処理基本計画 



7 
 

 

 

 

 

 

●施策１ 排出段階におけるごみの減量化・資源化に関するシステム整備 

リフューズ、リデュース、リユース、リサイクルの順で取り組むことが、減量化・資

源化の推進にもっとも効果がある。行政の立場から、減量化・資源化を進めるため、身

近にできるごみを減らす「４Ｒ運動」を広報し、啓発に努める。 

取組項目 取組内容 摘要 

使い捨て商品・容器の使用拒否 
使い捨て商品の使用を抑制し、再生品の使用等に努め

る。 
 

レジ袋削減、マイカップの使用 

容器包装廃棄物の発生抑制するため、レジ袋の使用を

抑制するとともに、繰り返し使用できるマイカップの

活用等を推進する。 

 

再生資源集団回収の普及促進 
再生資源のリサイクルを目的とした集団回収を通し

て、ごみの減量化及び資源化を促進する。 
 

小型家電リサイクル事業の推進 
小型家電の資源化を促進するため、家庭から排出され

た小型家電リサイクルの取組を推進する。 
拡充 

グリーン購入※の推進 
率先して環境物品等の調達を推進するとともに、環境

物品等の需要転換を推進する。 
 

使用済み食用油の資源化促進 
家庭で発生する使用済み食用油を回収し、資源化を図

る。 
 

容器包装の発生抑制 
市民と事業者による資源化を推進するため、マイバッ

グ使用によるレジ袋の削減や、簡易包装を推進する。 
 

 

※「グリーン購入」 

製品やサービスを購入する前に必要性を熟考し、環境負荷ができるだけ小さいものを優先して購

入すること。消費者の観点でグリーン購入、生産者の観点でグリーン調達という。 

 

 

 

 

 

  

基本方針２  

４Ｒ（リフューズ、リデュース、リユース、リサイクル）の推進 

● ごみ処理基本計画 
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●施策２ 市民・事業者による積極的な資源回収への協力 

市民・事業者の立場から、以下の例を参考として４Ｒの推進に取り組む。 

取組項目 取組内容 摘要 

リユース食器の推進 
食器等の使い捨てを発生させない為、リユース食器の

活用を促進する。 
 

確立されている回収ルートの積

極的な取組の推進 

ビールビンや再生ビン、缶、インクトナー等の処理を

適切な回収ルートで取り扱う取組を推進する。 
 

拠点回収の普及拡大 

コミュニティが独自に実施している地域拠点回収を含

め、拠点回収による再生資源の回収機会を拡大し、市

民が排出しやすい環境づくりを促進する。 

 

エコ・ショップ制度の推進 

環境にやさしい商品の販売やリサイクル活動等に取組

む小売店舗によるエコ・ショップ制度へ参加し、自ら

の活動のＰＲを市民へ啓発し、活用を促進する。 

拡充 

 

 

 

 

●施策１ 社会情勢を考慮した分別区分、収集方法等への的確な対応 

社会情勢の変化を踏まえて検討を行う。 

取組項目 取組内容 摘要 

ごみ等分別区分の見直し 

複雑な構成による物が廃棄物となる場合や従来の分別

過程で不具合等が生じているごみ等の分別区分の見直

しを検討する。 

新規 

適正な集積所の在り方 
誰もが同じように集積所を利用できる環境づくりと集

積所の位置等を含むあり方を検討する。 
新規 

効率的、効果的な収集運搬体制

の見直し 

再生資源や粗大ごみ等の収集頻度の見直しを見据えた

集積所からの効率的かつ効果的な収集運搬体制の見直

しを検討する。 

新規 

ごみ等排出困難世帯へのごみ等

回収支援 

自分で集積所までごみ等を排出できない高齢者等世帯

からごみ等を戸別回収する支援制度を実施する。 
新規 

災害廃棄物処理体制の整備 
災害廃棄物の適正処理を計画的に行うための災害廃棄

物処理体制を整備する。 
新規 

ごみ処理システムの見直し 
現行のごみ処理システムに関する評価を定期的に行

い、必要な見直しを行う。 
 

外国人に分かりやすい広報 
市内に居住する外国人向けのごみ等の出し方について

分かりやすいリーフレット等を作成して配布する。 
新規 

費用負担の在り方 

排出者負担の公平性を確保するため、排出量に応じた

適正なごみ処理に係る費用負担を検討するとともに、

事業系ごみについては、近隣市町村等との割合を勘案

した適正な費用負担について検討する。 

新規 

 

基本方針３  

社 会 情 勢 を 踏 ま え た ご み 処 理 体 制 の 維 持 ・ 強 化 

● ごみ処理基本計画 
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環境負荷の軽減を目的として、収集車両台数並びに収集ルートについて、収集効率や

耐用年数等を勘案しながら計画的に整備する。また、ごみの種類に適した車種を選定す

ることにより、作業効率、安全性、衛生面、今後の収集区分等を改善するなど、収集委

託業者に対して適正な指導を行っていく。 

取組項目 取組内容 摘要 

環境負荷等を考慮した収集体制

及び集積所等の配置 

収集・運搬車両の排気ガスに含まれる温室効果ガス等

の低減を図るため、低公害車の利用を図るよう促進す

るとともに、農村部や幅員が狭い道路等での集積所配

置等について、見直しを検討する。 

 

作業効率等を考慮した収集運搬

体制 

生活系ごみの収集・運搬及び事業系ごみの収集・運搬

体制は、現行体制を維持することとし、ごみの分別区

分及び収集頻度等については、環境負荷の低減や処理

コストの削減を踏まえた検証を通して、効率的かつ効

果的な収集・運搬体制の構築を検討する。 

 

 

 

●施策３ 廃棄物エネルギーの活用 

中間処理に伴い発生する熱や飛灰を有効に活用し、一層の資源化に取り組む。 

取組項目 取組内容 摘要 

焼却施設におけるエネルギー回

収 

日立市清掃センターの焼却施設で効率的に発電し、エ

ネルギーを回収する。 
 

焼却施設から発生する熱エネル

ギーの活用 

焼却処理に伴い発生する余熱を施設内の暖房や、かみ

ね市民プールへ供給し活用を継続する。 
 

溶融スラグの資源化 
日立市清掃センターの溶融スラグを最終処分場埋立て

の覆土材として活用する。 
 

 

 

 

 

 

 

  

●施策２ 環境面・衛生面に留意した収集・運搬体制の整備 

● ごみ処理基本計画 
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生活排水処理の現況 

 

 

 

 

計画の体系 

１ 

 

 

 

 

 

平成 30 年度における日立市と、

本計画作成時点で最新である平成

29 年度における茨城県及び国の実

績値とを比較すると、日立市の水

洗化率及び汚水処理人口普及率は、

既に県や国の平均を大きく上回っ

ている。 

 

 

 

0%

50%

100%

水洗化率 汚水処理人口普及率

98.95% 98.52%
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市 市
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■ 目標値 

２ 

● 生活排水処理基本計画 
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